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第 1章 持続可能な発展に向けての環境的意思決定論の現状と課題 
 












































































表 1-1 環境的意思決定におけるアプローチの変遷 






































































































述べている（Harding et al., 2009）。また，セーゼルバウムも「自然資源の基盤を劣悪化
させないこと，自分の住む地域とその他の地域において，将来の世代との関連から見た倫理
的な関与の仕方について真剣に考慮することが，それに当たる」と述べている（Söderbaum，

































表 1-2 環境主義の分類 















































































































































































1.2.3. 持続可能性アセスメントモデル（Sustainability Assessment Model, SAM） 
 持続可能性アセスメントモデル（以下，SAM）は，1990年代にイギリスにおける石油とガ

















































は年間約 10 件である（Janeesen，2001）。イギリスでは 2001年に当時の環境交通地域省













multi-criteria evaluation, PMCE）や利害関係者多基準意思決定支援（stakeholder 









（Salgado et al., 2009）。 
 そして，近年では強い持続可能性の概念を含める評価手法として社会的多基準評価
（social multi-criteria evaluation，SMCE）が提案された（Munda，2004；2008a）。これ
を応用した実証研究もいくつか示されている（De Marchi et al. 2000; Marchi et al, 2000; 










されている（Rennimgs and Wiggering，1997; Polatidis et al.，2006; Munda，2008a）。
それに対して，多基準分析は通約不可能性（incommensurability）11）の概念で貨幣的評価
に還元されえない多様な価値をそのままの尺度で調和的に統合するという形で強い持続可
















































  出典：Polatidis et al.（2006）をもとに作成。   
注：単純加法重み付け，多属性効用関数理論，PROMETHEEとエレクトⅢなどの多基準分析の手法に関する詳
細な議論は，Belton and Stewart（2002）を参照されたい。 






































（Söderbaum 2008，p.112 ,邦訳 170ページ）。そのため，「多基準分析の応用にあたって手
法の選択は経験的に試すことが必要とされ，そして，基準の選択は専門家と公衆からなされ



































表 1-3 持続可能な発展の概念を配慮した各評価手法の取組み 
評価手法 持続可能な発展が持つ定義・内容 

























MCA ・様々な利害関係者の選好を明ら  
 かにする 
・重み付けによる環境，経済，社 









  替案の設定といった早期の   






































































ギーの志向性」に導かれるような個人である」（Söderbaum 2008, p.56, 邦訳 97ページ）。 
8）広義の多基準分析は多元的な基準で定量や定性的評価を行うが，指標の統合を実施せず,
資料そのままで意思決定の材料として使われる（DTLR 2001, pp.31-45）。 
9）多基準分析の分類に関する詳細は，Belton and Stewart（2002）や Buchholz et al.（2009）
を参照されたい。 
10）重要度係数に関する詳細については，Podinovskii（1994）を参照されたい。 
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第 2章 ダム建設問題をめぐる社会的合意形成とその阻害要因—設楽ダム  























2009年 4月 1日までに 114ダム事業を中止した。また，2009年夏の政権交代に伴い，可能
な限りダムに頼らない治水を目指すという行政側の政策転換によって，全国 136のダム事業




























































































































































   
 豊川は愛知県東三河地方を流れる，流域面積 724km2の一級河川である。その流域は東三







るが，豊川における渇水発生状況は，1973年から 2010年までの 38年間において，32 回取
水制限が実施されている。また，戦後最大の洪水として記録された 1969年 8月の洪水をは
じめとして，これまで何度も洪水被害に見舞われている。そのため，図 2-2に示したように，






ダムが計画され，予備調査が着手された。ダムの規模は，堤高 129m，総貯水量 9,800万 m3
で，重力式コンクリートダムとして計画された。総事業費は 2,070億円であり，2011年度 3
































































豊橋市 下流域 賛成 治水と治水の面からもダム建設を進めてほしい。 
豊川市 下流域 賛成 検証によるダム案が最も合理的方法である。 
田原市 利水地域 賛成 農業には水の確保と安定度が最も重要である。 












  に疑問がある。 
・環境を第一に考え，ダムのない川づくりを考え 
  てほしい。 
出典：国土交通省中部地方整備局「設楽ダム建設事業の検証に関わる検討報告書（原案）」，「豊川の明日を 
      考える流域委員会」の 32回議事録（2013）と『東日新聞』2013年 3月 21日などに基づいて筆者作 






















































表 2-2 設楽ダム建設事業をめぐる対立が生じる原因 
発生原因 主要な内容 建設主体と反対住民の主張 


























































る傾向がある（焦，2010）。しかし，設楽ダムの総貯水容量は 9,800万 m3 のうち，最も大




































































































































































































表 2-3 関係地方公共団体と事業者から構成される「関係公共団体からなる検討の場」の概要 
  検討の場（構成員） 公聴会   
直
轄 











新桂沢ダム（再） ○ ○ 4 1(9) 1 - 4 継続
三笠ぽんべつダム ○ ○ 4 1(9) 1 - 4 継続 
平取ダム ○ ○ 5 1(12) 1 - 7 継続 
サンルダム ○ ○ 5 1(15) 1 - 6 継続 
東北地整 田川ダム ○ ○ 4 1(11) 1(3) - 1 継続 
成瀬ダム ○ ○ 5 1(7) 1(3) - 9 継続 
関東地整 八ッ場ダム ○ ○ 1（10） 2(13) 1(4) - 51 継続 
中部地整 新丸山ダム（再） ○ ○ 2（5） 1(13) 1 - 5 検証中 
設楽ダム ○ ○ 5 1(9) 1(6) - 26 検証中 
近畿地整 足羽川ダム ○ ○ 1（5） 1(14) 1(3) 43 5 継続 
四国地整 横瀬川ダム ○ ○ 1（5） 1(8) 1 - 4 継続 
山鳥坂ダム ○ ○ 1（5） 1(6) 1(3) - 9 継続 
九州地整 大分川ダム ○ ○ 5 2(8) 1(3) - 8 継続 
立野ダム ○ ○ 3 1(5) 1(3) - 30 継続 
本明川ダム ○ ○ 3 1(4) 2 - 6 継続 
東北地整 鳥海ダム ○ ○ 4 1(9) 1(2) - - 継続 
水資源機構 小石原川ダム ○ ○ 4 1(9) 1(3) 67 14 継続 
補
助 
和歌山県 切目川ダム ○ ○ 5 5(6) × × × 継続 
岩手県 簗川ダム ○ ○ 1(1) × 1 13 - 継続 
津付ダム ○ ○ 1(1) × 1(2) 33 - 中止 
宮城県 筒砂子ダム ○ ○ 4 1(11) 1(3) - 1 中止 
静岡県 布沢川ダム ○ ○ 4 4(12) 28 476 - 中止 
三重県 鳥羽河内ダム ○ ○ 3 - - - - 継続 
大阪府 安威川ダム ○ ○ 2 × × × × 継続 
高知県 和食ダム ○ ○ 4 4(3) 1 12 - 継続 
春遠ダム ○ ○ 3 4(3) 1(2) 10 - 継続 
福岡県 五ヶ山ダム ○ ○ 2 2(4) 1(3) 116 - 継続 
伊良原ダム ○ ○ 2 1(3) 1(2) 180 - 継続 
長崎県 石木ダム ○ ○ 3 1(7) 1 82 - 継続 
浦上ダム（再） ○ ○ 2 1(7) 1 15 - 継続 
沖縄県 タイ原ダム ○ ○ 4 1(5) 1 16 - 中止 
注：”-”は，資料が公表されなかったことを示し，“×”は開催されなかったことを示す。 
 1)括弧内は幹事会の開催回数を示す。 
  2)数字は開催回数を示し，括弧内は専門家の人数を示す。 


































































岐阜県 内ヶ谷ダム ○ ○ 2 × 4 2 2 290 継続 
福井県 
河内川ダム ○ ○ 2 × 4 2(7) 1(2) 52 継続 
吉野瀬川ダム ○ ○ 2 × 4 2(19) 1(2) 104 継続 
検討委員
会型 
青森県 駒込ダム ○ × 11 × 3 1 1 - 継続 
奥戸生活貯水池 ○ × 11 × 3 1 1 - 中止 
新潟県 儀明川ダム × × 5 × 8 流域懇談会 3) × × 継続 
常浪川ダム × × 5 × 8 流域懇談会 3) × × 中止 
新保川ダム（再） × × 5 × 8 流域懇談会 3) × × 継続 
晒川ダム × × 5 × 8 流域懇談会 3) × × 中止 




北海道 厚幌ダム ○ × 7 11 3 × 1 84 継続 
山形県 最上小国川ダム 4) ○ ○ ○ ○ 3 × 1 × 継続 
滋賀県 5) 北川ダム ○ ○ × ○ 3 1(5) × × 中止 
兵庫県 西紀ダム ○ ○ 3 6 6 × × × 継続 
金出地ダム ○ ○ 3 6 6 × × × 継続 
島根県 波積ダム × × 7 3 4 × × × 継続 
岡山県 6) 大谷川生活貯水池 ○ ○ ○ ○ 4 × 2 59 中止 
広島県 庄原ダム ○ × 5 3 4 × × × 継続 
山口県 平瀬ダム ○ × 8 17 3 × × × 継続 
徳島県 柴川ダム ○ ○ 3 3 3 × 1 42 中止 
大分県 玉来ダム ○ ○ 7 13 3 1(2) × × 継続 
山口県 木屋川ダム（再） ○ ○ 6 2 3 × × × 継続 
注：”-”は，資料が公表されなかったことを示し，“×”は開催されなかったことを示す。 
  1)数字は開催回数を示し，括弧内は専門家の人数を示す。 
 2)数字は開催回数を示し，括弧内は開催地区の数を示す。 
 3)流域懇談会は関係住民，利水者，公共団体の長と検討主体から構成され，検討委員会から意見を二回聴取された。 
  4)山形県はダム事業の検証に「最上小国川ダム流域の治水と活性化を考える懇談会」を設置し，懇談会では環境部会， 
   防災部会，観光部会と農林水産部会に分けられ，それぞれ会議を開いて審議を行った。各部会の構成員の人数が異な   
   るため，“○” で示す。 
 5) 滋賀県は関係住民が参加したことが確認できたが，参加人数が公表されなかったため，“○”で示す。 
























































































1）1996 年 9月 14日に国際ダムサミットで「21世紀の河川思想を構築する」をテーマに基 
  調講演を行った。 
2）国土交通省（2010）「今後の治水対策のあり方について 中間とりまとめ」 
   <http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tisuinoarikata/220927arikata.pdf 
    ＞. 2013年 5月 20日参照。 
3）検証主体は「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づいてダム 
   事業の再評価を実施する。「検証主体」とは，直轄ダムについては地方整備局等，水資 
  源機関ダムについては独立行政法人水資源機構及び地方整備局，補助ダムについて都道 
   府県をいう。 
4）国土交通省（2003）「公共事業のアカウンタビリティ向上を目指して提言集」 
   http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/13/130829/03.pdf＞．2013年 5月 20日参照。 
5）「辛い合意形成」に対して，地域づくりのように各利害関係者が工夫すればみんながハ 
  ッピーなものになれる可能性がある。これは「楽しい合意形成」と呼ばれている（桑 




  ＜http://www.city.toyohashi.aichi.jp/nogyokikaku/area/index.html＞．2014年 2月 2 
 日参照。 
8）国土交通省中部地方整備局「設楽ダム建設事業の検証に関わる検討報告書（原案）案」 
   http://www.cbr.mlit.go.jp/kawatomizu/dam_kentou/pdf/shitara_houkokusyo_genana 
   n_ALL.pdf＞．2013年 5月 10 日参照 
9）『中日新聞』2009 年 10 月 12 日 
10）同注 8 
11）『中日新聞』2013 年 5月 21 日 
12）設楽ダムの建設中止を求める会「第 1準備書面（控訴理由書）」 
  ＜http://no-dam.net/110209soshoNo1_1102.pdf＞. 2013年 4月 20日参照 
13）『毎日新聞愛知版』2013年 4月 25日 
14）『朝日新聞』2013 年 10 月 20 日 
15）同注 12 
16）富樫幸一（2009）「設楽ダムによる都市用水供給の不要性 −豊川水系フルプランと東 
    三河における都市用水開発−（意見書）」＜http://no-dam.net/tomigashi.pdf＞． 
    2013年 5月 10日参照。 
17）国立社会保障・人口問題研究所（2013）『日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013） 






19) 『東日新聞』2013年 3月 21 日 
20）全国 136 のダム事業のうち 89事業が新たな基準に沿った検証を行う対象となったが， 
   浅川ダム（長野県），与布土生活貯水池（兵庫県），野間川生活貯水池（広島県），内海  
    ダム再開発（香川県）や路木ダム（熊本県）は，2009年の年内に本体契約を行うこと 
  が予定されていたため，事業の検証は実施されなかった。 
21）戸草ダム（中部地整）については，利水者（長野県知事）が 2001年にダム使用権設定 
  の取り下げを申請しており，2012年に正式に中止された。大洞ダム（再）（関東地整） 
  は，必要な流量が既存施設によって確保でき，治水面にもほかのより効率的対策案があ 
  るため，既に中止の方向で考えられ，従来の手続きによって検証を行う。吾妻川上流総 
  合開発（関東地整）は，品木ダムの嵩上げは地質調査より実施することが困難であり， 
  万座ダムの建設により水質中和することが技術的に困難であったため，既に中止の方 
  向で考えられ，従来の手続きによって検証を行う。七滝ダム（九州地整）は，2003年 
  に公共事業再評価委員会の審議により都市用水の確保はないこととなり，正式に中止 
  される見通しとなった。倉渕ダム（群馬県）は，2003年に当時の知事が建設凍結を表 
  明しており，2010年 3月に公共事業再評価委員会が，「利水目的でダム計画に参加し 
  た高崎市が代替水源の確保を決めており，事業の費用対効果が低下した」として，事 
  業中止を求める県の方針を了承した。黒沢ダム，駒沢ダム，角間ダム（長野県）につ 
  いては，県が事業を一時休止しており，正式に中止される見通しとなった。武庫川ダ 
  ム（兵庫県）は 2000年，白紙に戻され，「ダム以外の治水対策を進める」とされてい 
  る。五木ダム（熊本県）については，県が公共事業再評価監視委員会の審議結果等を 
  綜合的に判断して，事業を中止した。大和沢ダム（青森県）については，弘前市の下 
    水道整備により土淵川や腰巻川の水質が大幅に改善されたため，大和沢ダムからこれ 
    らの川への環境用水の補給が必要なくなり，治水面にもほかのより効率的対策案があ 
    るため，公共事業再評価委員会の審議により正式的に中止された。大多喜ダム（千葉 
    県）については，水需要の停滞等の社会情勢の変化から水道事業の撤退により流域委 
    員会から事業の見直しを行い再評価した結果，事業の継続が難しいと判断される。 
22）霞ヶ浦導水（関東地整），利賀ダム（北陸地整），大戸川ダム（近畿地整），田川ダム（東 
    北地整），筑後川水系ダム群連携（九州地整），城原川ダム（九州地整），南摩ダム（水 
    資源機構），川上ダム（水資源機構），丹生ダム（水資源機構），木曽川水系連絡導水路 
  （水資源機構），増田川ダム（群馬県），大島ダム（岐阜県），水無瀬ダム（岐阜県），大 
    河内川ダム（山口県），五名ダム（再）（香川県），長柄ダム（再）（香川県），川内沢ダ 
    ム（宮城県），矢原川ダム（島根県），猿川ダム（佐賀県）の 19ダム事業についてはま 
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第 3章 水資源管理計画の代替案評価における社会的多基準分析の適用 






























































































































































複数ある基準の集合を𝐺 = {𝑔𝑚},𝑚 = 1,2, … ,𝑀，代替案の集合を𝛢 = {𝑎𝑛},𝑛 = 1,2, … ,𝑁 とし
て，代替案𝑎𝑗 ,𝑎𝑘 ∈ 𝐴に対して以下のような特性を持つ関数𝑔𝑚を考える。 
 
            �𝑎𝑗Ρ𝑎𝑘 ⇔ 𝑔𝑚�𝑎𝑗� > 𝑔𝑚(𝑎𝑘)









= 1                                   (3 − 2) 
 
ただし，基準は重要度係数によって重み付けされ，補償可能性（compensability）を持たな
い。次に，𝑁 × 𝑁行列 E は，各基準の一対比較によるアウトランキングマトリックス
（Outranking matrix）の要素が次の（3-3）式の𝑒𝑗𝑘によって表される。ただし，𝑒𝑗𝑘 , 𝑗 ≠ 𝑘と
する。       𝑒𝑗𝑘= � �𝑤𝑚P𝑗𝑘 + 12𝑤mI𝑗𝑘�𝑀
𝑚=1
                (3 − 3) 
 
そこで 
   P𝑗𝑘 = �もし 𝑔𝑚�𝑎𝑗� > 𝑔𝑚(𝑎𝑘)ならば，１                                                       (3 − 4) もし 𝑔𝑚�𝑎𝑗� ≤ 𝑔𝑚(𝑎𝑘)ならば，０               
 
       I𝑗𝑘 = �もし 𝑔𝑚�𝑎𝑗� = 𝑔𝑚(𝑎𝑘) ならば，1                                                                                                                                     (3 − 5) もし𝑔𝑚�𝑎𝑗� > 𝑔𝑚(𝑎𝑘)または 𝑔𝑚�𝑎𝑗� < 𝑔𝑚(𝑎𝑘)ならば，０                 







𝑒𝑗𝑘+𝑒𝑘𝑗 = 1                                       (3 − 6)  
 
とする。次に，アウトランキングマトリックス E より𝑁(𝑁 − 1)の一対比較によるすべての
代替案可能な序列𝑁 !を Rで表す（𝑅 = {𝑟𝑠}, 𝑠 = 1,2, … ,𝑁 !）。それぞれの𝑟𝑠は以下で定義され
るφsから決定される。     φs = �  𝑒𝑗𝑘
𝑅𝑠
                                    (3 − 7) 
 
つまり，φsは代替案序列の全て組合せｊ，ｋを合計する𝑒𝑗𝑘のスコアとする。ただし，
𝑗 ≠ 𝑘 , 𝑠 = 1,2, … ,𝑁!,また，𝑒𝑗𝑘  ∈ 𝑅𝑠である。𝑅𝑠は次式によって定義する。 
 













順位では，田原市が 1位（724億円），豊橋市が 6位（474億円）となっている 8）。このよ
うな産業形態を反映して，豊川水系の水利用使用割合は，農業用水が 31m3/秒で最も多く，
57％を占めている。農業にとって水は命だと言われるが，豊川における渇水発生状況は，1973


































































果を表 3-4に示す。表 3-4から，調査対象地の住民にとって C≻B≻A が最良の順位であり，












      湖西市 
調査方法 ポスティング配布後，郵送回収 
回収／配布数 843票／5998 票（回収率：14.1％） 
回答者の性別 男性：72.2%  女性：27.8% 
回答者の年齢 
（歳） 
20代：3.2%   30代：9.2% 










視点 A案 B案 C案 𝑊  𝑊1  𝑊2 
経済 X1:農業用水（灌漑用水）の確保 4.13 3.71 3.18 0.06  0.06  0.08  
  X2:工業用水の確保 4.07 3.2 2.88 0.06  0.06  0.08  
  X3:水力発電 4.45 2.45 2.49 0.06  0.06  0.08  
  X4:公共事業による雇用創出 3.41 2.76 2.74 0.06  0.06  0.08  
  X5:流水の正常な機能の維持 3.36 3.35 3.54 0.06  0.06  0.08  
  X6:レクリエーション（観光資源） 3.02 3.03 3.3 0.06  0.06  0.08  
  X7:魚類の産卵への影響 1.97 3.14 3.69 0.05  0.06  0.04  
  X8:土砂の量への影響 2.06 3.15 3.7 0.05  0.06  0.04  
環境 X9:藻の成育による影響 2.35 3.06 3.6 0.05  0.06  0.04  
  X10:富栄養化が発生すること 2.54 2.82 3.65 0.05  0.06  0.04  
  X11:河川流量の変動への影響 2.26 3 3.66 0.05  0.06  0.04  
  X12:人工構造物による魚類への影響 1.9 2.91 3.7 0.05  0.06  0.04  
 
X13:土地利用と森林保全への影響 2.27 2.99 3.48 0.05  0.06  0.04  
  X14:洪水の調節 3.79 3.59 3.36 0.07  0.06  0.05  
  X15:上水道用水の確保と安定供給 4.22 3.28 3.12 0.07  0.06  0.05  
  X16:土地の買収や家屋の移転 1.77 2.78 3.47 0.07  0.06  0.05  
社会 X17:農地の減少や農村振興 2.48 3.01 3.49 0.07  0.06  0.05  
  X18:景観や風土への影響 2.26 2.99 3.59 0.07  0.06  0.05  






表 3-3    アウトランキングマトリックス（outranking matrix） 
  A案 B案 C案 
A案 0 0.41 0.36 
B案 0.59 0 0.30 








表 3-4 代替案の序列および感度分析の計算結果 
代替案の序列  𝑊     𝑊1    𝑊2    𝑊3 
A≻B≻C       1.07     1.00  1.30     1.51 
A≻C≻B       1.47   1.44   1.60     1.72 
B≻A≻C       1.24   1.22   1.27     1.29 
B≻C≻A       1.53   1.56   1.40     1.28 
C≻A≻B       1.75   1.78    1.73     1.71 
C≻B≻A       1.93   2.00  1.70     1.49 
*𝑊は「既定的シナリオ」，𝑊1は「中立的シナリオ」，𝑊2は「経済的シナリオ」，𝑊3は「経済側面の重み付
け設定値は 0.65である」とする  
 
  































































表 3-5 代替案の序列および感度分析の計算結果 
代替案の序列   G1        G2       G3     
A≻B≻C        1.18      1.12    0.89      
A≻C≻B        1.47    1.30     1.53      
B≻A≻C        1.35    1.41     1.18     
B≻C≻A        1.53    1.69     1.47      
C≻A≻B        1.64    1.59      1.82     
C≻B≻A        1.82    1.87    2.11      
*G1は代替案 Aを選択したグループ（118人），G2は代替案 Bを選択したグループ（163人）， 














住民側の運動の担い手となったという経緯に原因があると考えられる。     
      
           
 

























の重み付けを与える。つまり，各基準の重みは        𝑊1 = [ .06 ]と仮定する。 
（ⅱ）経済シナリオ：主に代替案の経済的要素に高い優先度を与える。次のような重み付け
を仮定する。   
  𝑊2 = � 経済側面  環境側面      社会側面� 




































































1）多基準分析の分類に関する詳細は，Belton and Stewart（2002）や Buchholz et al.（2009）
を参照されたい。 
2）多目的意思決定について詳細な議論は，萩原（2011）を参照されたい。 
3）多属性効用関数理論について詳細な議論は，Keeney and Raiffa (1976)を参照されたい。 
4）アウトランキング法のエレクトル法について詳細な議論は，van Delf et al.（1977）を  
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 ＜http://www.cbr.mlit.go.jp/toyohashi/index.html＞，2010月 5月 6日参照 
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4.1.1.1. エレクトル法（ELECTRE method）モデルの概要 
 エレクトル手法は，多目的の下でいかに選択の意思決定を行うかについて，1966年に
Benayounらによるフランスで開発されたもので，“エレクトル”（ELECTRE, Elimination et 
choix traduisant la realite）と名付けた。その後，70年代から Royらによるモデルの拡
張や改良を行い，エレクトルⅠ，エレクトルⅡ，エレクトルⅢなどが提案されてエレクトル





Figueira and Roy, 2002; Almeida, 2007; Wang and Triantaphyllou, 2008）。エレクトル
ⅠとⅡの論拠と方法は以下の通りである（Figueira and Roy, 2004）。 
（１）エレクトルⅠ 
 任意の一対の対策案𝑎𝑗が𝑎𝑘(𝑗, 𝑘 = 1,2 …𝑛, 𝑗 ≠ 𝑘)より優れている，すべての評価指標から
コンコーダンス集合𝐶𝑗𝑘を構成し，以下のように定義する。ただし，𝑔𝑚(𝑎𝑗)を対策案𝑎𝑗の基
準 mに関する評価値とする（ 𝑚 = 1,2 …𝑀 ）。 
 




𝑐𝑗𝑘 =  � 𝑤𝑚
𝑚∈𝐶𝑗𝑘



































                 ajk = �もし 𝑐𝑗𝑘 ≥ 𝑐̅ なら，1                                                                                               （4.1.6)
もし 𝑐𝑗𝑘 < 𝑐̅ なら，0                        
および,  
                          bjk = �もし 𝑑𝑗𝑘 ≤ ?̅? なら，1                                                                                                                （4.1.7)           












無差別，および比較不可能という 4 つに分けて考えようとしている。そして，3 つのコン






𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≥ 𝑝∗ ,  𝑑𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≤ 𝑞0   かつ  𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≥   𝑐𝑘𝑗�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘�     (4.1.8)         𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘�  ≥ 𝑝0,  𝑑𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≤ 𝑞0  かつ   𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≥   𝑐𝑘𝑗�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘�         (4.1.9)     
                            ならば強い優越関係とする
または，    𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≥ p−, 𝑑𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≤ 𝑞∗  かつ   𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≥   𝑐𝑘𝑗�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘�        (4.1.10)              𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘�  ≥ p0,  𝑑𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≤ 𝑞∗ かつ    𝑐𝑗𝑘�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘� ≥   𝑐𝑘𝑗�𝑎𝑗 ,𝑎𝑘�               (4.1.11)           




























































































つの手法である（Lui and Cui, 2008）。これまで多基準分析においてエントロピー重み


















𝑤𝑖 = (1 − 𝐸𝑖) �𝑚 − ∑ 𝐸𝑖𝑚𝑖=1 ��    , 0 ≤ 𝑤𝑖 ≤ 1 , �𝑤𝑖𝑚𝑖=1 = 1    （4.1.17） 
 











 ここでは，第 3章で検討した 3つの側面（環境，社会，経済）に関して合計 19項目の基
準を設定しながら，「ダム」案，「遊水地＋溜池＋堤防」案と「緑のダムおよびコミュニティ
ーベースの危機対応」案といった三つの代替案を考慮した調査票を作成した（表 4-1参照）。   
 次に，調査票を用いて矢作川流域と豊川流域において合計 6300世帯に対するアンケート
調査を行った。調査票は 2013年 2月から 3月にかけて，無作為に抽出した調査対象世帯に
各世帯への直接ポスティングにより配布し，郵送による回収を行った。今回の調査でアンケ






























分析の結果は表 4-4に示したように，いずれのシナリオも C≻B≻A が最良の順位であり，
A≻B≻C が最も好まれない序列であった。これは，住民から得られた重み付けは，「均一重





回答者の性別 男性：74.3%  女性：25.7% 
回答者の年齢 
（歳） 
20 代：1.5%   30代：8.6% 







きいことから環境面で評価が高い代替案 C が序列１位となることが考えられる。 




視点 A案 B案 C案 𝑊  𝑊1  𝑊2 
経済 X1:農業用水（灌漑用水）の確保 4.16 3.63 3.10 0.067  0.015  0.058  
  X2:工業用水の確保 4.10 3.28 2.87 0.067  0.023  0.058  
  X3:水力発電 4.37 2.60 2.48 0.067  0.076  0.058  
  X4:公共事業による雇用創出 3.40 2.94 2.78 0.067  0.008  0.058  
  X5:レクリエーション（観光資源） 3.03 3.00 3.27 0.067  0.002  0.058  
 X6:流水の正常な機能の維持 3.15 3.33 3.60 0.042  0.003  0.050  
  X7:魚類の産卵への影響 1.60 2.79 3.61 0.042  0.107  0.050  
  X8:土砂の量への影響 1.63 2.92 3.68 0.042  0.107  0.050  
環境 X9:藻の成育による影響 1.91 2.85 3.55 0.042  0.064  0.050  
  X10:富栄養化が発生すること 1.94 2.65 3.63 0.042  0.068  0.050  
  X11:河川流量の変動への影響 1.96 2.90 3.65 0.042  0.065  0.050  
  X12:人工構造物による魚類への影響 1.60 2.73 3.65 0.042  0.110  0.050  
 
X13:土地利用と森林保全への影響 1.87 2.76 3.42 0.042  0.062  0.050  
  X14:洪水の調節 3.86 3.62 3.39 0.056  0.003  0.052  
  X15:上水道用水の確保と安定供給 4.29 3.32 3.15 0.056  0.020  0.052  
 X16:土地の買収や家屋の移転 1.41 2.52 3.43 0.056  0.126  0.052  
  X17:農地の減少や農村振興 2.15 2.77 3.15 0.056  0.025  0.052  
社会 X18:景観や風土への影響 1.79 2.69 3.51 0.056  0.075  0.052  
  X19:地域コミュニティーへの影響 2.02 2.80 3.32 0.056  0.042  0.052  





表 4-3 アウトランキングマトリックス（outranking matrix）                               
 
A案 B案 C案 
A案 - 0.44 0.38 
B案 0.56 - 0.38 







表 4-4 代替案の序列および感度分析の計算結果 
代替案の序列  𝑊     𝑊2    
A≻B≻C        1.20      1.06       
A≻C≻B       1.44      1.39 
B≻A≻C      1.31     1.28 
B≻C≻A       1.56    1.61 
C≻A≻B        1.69    1.72 











コンコーダンス閾値(0 < 𝑝− < 𝑝0  < 1)と式（4.1.9）と  (4.1.10)によって，3 つのコーコン
ダンス閾値の設定と同じ情報量が得ることから，ここで 2 つのコンコーダンス閾値
（0 < 𝑝− < 𝑝0  < 1）と 2 つのディスコンコーダンス閾値(0 < 𝑞0  < 𝑞∗ < 1）を設定し，式(4.1.9)  と  (4.1.10)  によって選好の優越関係を明らかにする。なお，両行列について全要素
の平均値を閾値 𝑝0, 𝑞0とする。 
 
・エレクトルⅡの閾値の算出と設定 
𝑝0 = ∑ ∑ 𝑐𝑗𝑘𝑛𝑘=1𝑗≠𝑘𝑛𝑗=1𝑗≠𝑘
𝑛(𝑛 − 1) ＝0.5                             
𝑞0 = ∑ ∑ 𝑑𝑗𝑘𝑛𝑘=1𝑘≠𝑗𝑛𝑗=1𝑗≠ 𝑘
𝑛(𝑛 − 1)  = 0.865                            






 𝑝0 = 0.5,    𝑝− = 0.25                                               
 
二つのディスコンコーダンス閾値，0 < 𝑞∗ < 𝑞0  < 1 
 




係ありの場合にajk = 1, bjk = 1,それ以外の場合にajk = 0, bjk = 0 とした優先集計行列Aを
表 4-9から表 4-17までに示す。その結果，調査対象地の住民にとって弱い優越関係で対策











         表 4-5 コンコーダンス行列（均一重み付け） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.44 0.38 
B案 0.56 - 0.38 




表 4-6  コンコーダンス行列（エントロピー重み付け） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.15 0.15 





C案 0.84 0.84 - 
 
表 4-7 コンコーダンス行列（住民選好の重み付け） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.39 0.34 
B案 0.61 - 0.34 
C案 0.66 0.66 - 
 
表 4-8 ディスコンコーダンス行列 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.73 1 
B案 1 - 1 
C案 0.92 0.54 - 
 
表 4-9 優先集計行列（均一重み付け, 𝑝∗ = 0.75, 𝑞0 = 0.865） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 
C案 0 0 - 
 
表 4-10 優先集計行列（均一重み付け, 𝑝0 = 0.5, 𝑞0 = 0.865）           
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 
C案 0 1 - 
 
表 4-11 優先集計行列（均一重み付け, 𝑝− = 0.25,  𝑞0 = 0.865）              
  A案 B案 C案 
A案 - 1 0 
B案 0 - 0 







表 4-12 優先集計行列（エントロピー重み付け, 𝑝∗ = 0.75, 𝑞0 = 0.865 ）               
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 
C案 0 1 - 
 
表 4-13 優先集計行列（エントロピー重み付け, 𝑝0 = 0.5, 𝑞0 = 0.865）                 
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 
C案 0 1 - 
 
表 4-14 優先集計行列（エントロピー重み付け, 𝑝− = 0.25,  𝑞0 = 0.865 ）                    
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 
C案 0 1 - 
 
表 4-15 優先集計行列（住民選好の重み付け, 𝑝∗ = 0.75, 𝑞0 = 0.865）                   
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 
C案 0 0 - 
 
表 4-16 優先集計行列（住民選好の重み付け, 𝑝0 = 0.5, 𝑞0 = 0.865 ）                    
  A案 B案 C案 
A案 - 0 0 
B案 0 - 0 







表 4-17 優先集計行列（住民選好の重み付け, 𝑝− = 0.25,  𝑞0 = 0.865 ） 
  A案 B案 C案 
A案 - 1 0 
B案 0 - 0 








ンス行列を表 4-18表 4-20 までに示す。次に，式（4.1.12）と（4.1.13）よりコンコーダ
ンス優越指標 𝐶𝑖とディスコンコーダンス優越指標 𝐷𝑖を計算する。 
 計算結果を表 4-21 に示す。これより，コンコーダンス優越指標より対策案の優先関係
は C≻B≻A となり，ディスコンコーダンス優越指標でも同じ優先関係が得られた。 
 次に，前節で検討した三つの重み付けのシナリオを用いて分析を行い，上で求めた代替
案の序列がどのように変化するかを検討する。分析の結果は表 4-21に示したように，い
ずれのシナリオでも対策案の優先関係は C≻B≻A であった。 
 
 
表 4-18 ディスコンコーダンス行列（均一重み付け） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.31 0.56 
B案 0.27 - 0.32 
C案 0.38 0.11 - 
 
表 4-19 ディスコンコーダンス行列（エントロピー重み付け） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.48 0.85 





C案 0.15 0.03 - 
 
表 4-20  ディスコンコーダンス行列（住民選好の重み付け） 
  A案 B案 C案 
A案 - 0.33 0.61 
B案 0.24 - 0.33 
C案 0.34 0.1 - 
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 第 4に，第 3章で適用した社会的多基準評価の課題を克服するために，重み付けを選択す
るための合理的な手法としてエントロピー重み付けといった客観的重み付けと住民の選好
からなる重み付けを算出するとともに，アウトランキング法であるエレクトル手法とコンコ
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ーダンス分析を用いて評価結果を比較しながら検討した。その結果，社会的多基準分析とコ
ンコーダンス分析では地域住民からみた C≻B≻A が最良の順位であるのに対して，エレク
トル手法では C≻B といった部分的な序列しか得られなかった。また，三つの重み付けシナ
リオによって検討した結果，いずれのシナリオにおいても同じ結果であることが分かった。
これは，地域住民から得られた重み付けが，算出したエントロピー重み付けと同様に，環境
の側面においての重みは最も大きいことから環境面で評価が高い代替案 C が序列１位とな
ることが考えられる。このように，複数の異なる多基準分析の評価手法と重み付けによって
求められた代替案の序列はある程度安定しており，より信頼性が高い評価結果であると考え
られる。 
 あわせて第 5に，水資源管理計画への適応を持続可能な発展と関連づけて評価することが
できる多基準分析の応用を試みたことである。本研究で拡張した多基準分析の応用によって，
水資源管理計画を総合的に評価し，合意形成に向けた一つの評価ツールとして活用すること
が可能となった。 
 以上で述べたように，本研究は持続可能な発展の概念から多基準分析の優位性を明らかに
したうえで，事例研究においてその適用可能性を考察した。本研究では強い持続可能性の概
念に着目し，多基準分析の一つであるアウトランキング法を用いて評価を行ったが，ほかの
多基準分析手法との比較を行ったうえで，アウトランキング法の優位性と課題に対する検討
が必ずしも十分ではなかった。1960 年代から発展してきた多基準分析は現在百種類以上の
手法が存在すると言われる。それぞれの環境的意思決定問題を扱う最適な多基準分析の手法
は存在するはずであるが，現在に至っても十分に明らかにされていない。また，多基準分析
の評価の枠組みを構成する一つ重要な柱である「基準」について，どのような方法で設定や
選択するかは重要な問題となる。多基準分析は社会的合意形成に向けた一つの評価ツールと
すれば，利害関係者の意見が反映できるようなより多くの人々の納得を得られるような設定
や選択のあり方を目指す姿勢は，手法に対する社会の受容性を高めていくことになる。これ
らのテーマについては，今後の研究課題として位置づけ探求し続ける。 
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